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１．はじめに 

 

国・地方を問わず行政の効率化が求められ

ている中で、行政評価や PFI 手法の導入、企

業会計手法の適用といったさまざまな行政改

革手法の検討が進められている。このうち企

業会計手法、すなわち発生主義会計の考え方

に基づく公会計制度改革は、財政状況の悪化

などを背景として近年最も急速に進展してい

る改革の動きのひとつである。 

そのねらいは、これまで現金主義会計では

把握することができなかった資産と負債を貸

借対照表（バランスシート）を作成すること

によって正確に計上し、総合的な財政状況を

把握するところにあるといわれている。また

行政評価手法の導入に伴って、事業そのもの

に関連するストックや人件費などのコストの

正確な把握が求められていることも発生主義

会計導入の推進要因となっている。 

一方で、公会計制度の改革はいわば決算制

度の改革であり、これは予算過程や予算制度

の改革につなげることが必要である。公会計

制度改革を議論する際には、技術的、手法的

な面に重点が置かれるよりもむしろ、本質的

には決算資料としてどのように活用するのか、

さらには予算過程においてどのように位置付

けるかといった議論がさらに求められている

といえよう。 

本稿は、発生主義会計の導入を中心とする

公会計制度の改革は、財政民主主義の視点か

らも地方自治体の予算過程に正しく位置付け

られるべきであるという前提にたって、わが

国の公会計制度改革の歴史的経緯を振り返り、 

 

さらにこれと合わせた自治体予算制度改革の

必要性とその方向性について論じるものであ

る。 

 

 

２．公会計制度改革の歴史的経緯 

 

わが国地方自治体における公会計を含む財

務会計制度は非常に息の長い、しかし一方で

長らくその改善が実現されないままに今日ま

で至っている制度であることはよく指摘され

るところである。明治中期に制定された会計

法に依るところの会計処理方式は、地方自治

法制定時（昭和 22 年）もその基本的な枠組

みが受け継がれ、戦後改革によっても改革さ

れることなく戦前の体質が残るところとなっ

た。わが国の地方財務会計制度にとって大き

な動きとなると思われたのは昭和 38 年の地

方自治法改正時であり、同年地方財務会計調

査会の答申に基づきその組織や運用について

は改正が行われた。しかし発生主義の導入を

はじめとする｢近代的な会計制度の確立｣とい

う同答申の提言は実現されるには至らなかっ

た。 

公会計についての研究はその後会計学の分

野で継続的に行われていたが、その議論の中

心は、現行の現金主義会計方式による弊害の

指摘とストック会計の整備の必要性から求め

られる、発生主義会計および複式簿記会計の

導入という点に集約される。1980 年代には実

際に自治体の公会計を発生主義会計の手法に

より試算する研究も見られ、熊本県では 1987

年に先駆的に貸借対照表の作成が行われてい
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る。 

さらに近年では地方債務の増大、地方財政

状況の悪化を背景として、ストックの計上及

び財政への負担の正確な把握の必要性から貸

借対照表（バランスシート）の作成が強く求

められるようになっており、多くの自治体が

その作成、公表を行っている。しかし、スト

ックの資産評価などについては技術的な問題

も多く残っており、さらに作成したものをど

のように活用していくかという議論はこれか

らの課題となっている。 

現在地方自治体で進められているバランス

シートの作成を中心とする公会計制度改革の

試みは未だ技術的な側面にとどまっており、

これをどのように活用するか、あるいは予算

過程にどのように位置付けるかは明確ではな

い。実はこうした状況は、前述した昭和 38

年地方自治法改正に先だって、昭和 37 年に

提出された地方財務会計制度調査委員会の動

向と答申の内容を想起させるものである。と

いうのも同答申においても議論の中心となっ

ていたのは予算制度ではなく決算制度であり、

とりわけ会計技術的な面のみが強調されてい

たからである。答申では総勘定元帳による財

産および債権・債務の統合や、複式簿記によ

る会計方法の導入が盛りこまれていたが、こ

れらはいずれも会計学的視点からの内部管理

事務上の改革として提案されていた。討議の

中心であった会計学者たちは、決算を予算過

程の一部として認識することができず、結果

的に行財政の専門家を納得させることができ

ないまま、答申の提案も地方自治法改正に取

り上げられることがなく終わったといわれる。 

翻って現在進められている公会計における

発生主義会計導入の動向についてみても、会

計技術的な側面や企業経営手法の忠実な再現

が強調されており、予算制度との関連が真剣

に議論されているとは思われない。確かに技

術的な課題は多くそれへの対処は必要である

ものの、同時に（あるいはそれ以上に）予算

過程においてどのように位置付けるかという

ことについて検討をすすめることが重要であ

る。 

 

 

３．公会計制度と予算制度の関係性 

 

わが国地方自治体の行財政は財政民主主義

の観点から予算によって統制されている。こ

れに対して決算は歳出歳入決算であり、それ

は予算が的確に機能したかをチェックするも

のとなっており、議会における審議の意義も

小さいなど総じてその役割は低いものとなっ

ていることはすでに述べたとおりである。こ

の予算と会計とのリンクについて海外の状況

を見ると、欧州諸国の地方政府における会計

と予算の関係は以下の 4 つの類型に区分され

る。 

①会計システムは予算執行の記録にとどま

っている 

②予算システムが会計システムにリンクさ

れており、会計における基準が予算の枠組

みにも適用されている 

③予算システムと会計システムは相互にリ

ンクしているが、会計基準と予算の枠組み

は異なる 

④予算システムと会計システムは全く異な

る 2 つの独立したプロセスをもつ 

①については現行制度におけるドイツおよ

びポルトガルなどがこれにあたる。②に分類

される国は少ないが、M14改革以降のフラン

スがこれにあてはまる。会計及び予算の双方

で発生主義が適用されており、1997 年に実施

された同改正の成果があらわれるのはこれか

らである。③についてはスペイン、ベルギー、

スウェーデンがこれにあたる。これらの国で

は予算においては修正現金主義、会計におい

ては発生主義が適用されている。④にあては

まる国としてイギリスがあげられている。イ

ギリスの地方政府の予算は中央からの強い統
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制下にあり、ここでは予算と会計システムは

必ずしもリンクしていない。 

日本はドイツやポルトガルと同様上記①に

あてはまる。②については正確性・厳密性が

要求される予算において発生主義を適用する

ことの弊害も考慮される必要がある。ニュー

ジーランド、オーストラリア、イギリスの中

央政府は予算・決算ともに発生主義を適用し

ているが、イギリスについては予算・決算と

も発生主義・現金主義双方の作成を継続して

行っている。また、ニュージーランド、オー

ストラリアについては予算に関しては現金主

義ベースの予算も国会に提出している。この

ことからも予算においてはその客観性・正確

性が厳密に求められることに留意しなければ

ならない。 

③は予算における厳密性、正確性を担保す

るためより妥当と考えられる方策である。予

算、決算の目的の違いが現金主義、発生主義

のそれぞれの方法を採用しており、会計につ

いては経済的な成果や効率性をあらわすこと

が目的とされている。現在日本においても発

生主義会計の検討が進められているものの、

現時点では決算資料としての位置づけも明確

ではないが、決算付属書類などとしての位置

づけを検討する必要となると思われる。こう

した考え方に対して、発生主義会計の導入は

行政評価のためのコスト計算手段と考え、予

算･決算とは切り離した内部管理事務として

考慮すべきという考え方もある。詳細な検討

が必要である。 

 

 

４．公会計制度改革と予算改革 

 

発生主義会計の導入は、減価償却や退職給

与引当金などキャッシュの流れには現れない

コストを認識して、資本と負債をバランスシ

ートにおいて把握するとともに、経常的な収

支の状況を損益計算書（政府の場合行政コス

ト計算書）において把握するものである。 

予算循環を成立させるためには、こうした

複式簿記形式による会計を決算資料として予

算に反映させることが必要となるが、現在の

予算の形式が単式予算であることはこのフィ

ードバックを困難にさせる。例えば決算にお

いて行政コストの状況が悪化していれば、こ

れを改善するために経常収支の効率化をはか

らねばならないが、現状の単式予算ではこれ

が分類できていない。これは資本収支にもあ

てはまる。 

ドイツも含めて、地方公会計に発生主義会

計を導入、あるいはその検討を行っている各

国は、資本予算と経常予算から成る複式予算

をすでに導入している。これに対して日本に

おける検討は、予算のあり方を考慮せずに企

業経営的な立場から会計のみを合理化しよう

としているといえる。確かに現時点では発生

主義の導入も決算統計の組換えといった試算

にとどまり、予算過程には何の影響ももたら

していない。しかしこれが、予算とのリンク

や後述する民主的コントロールへの配慮がな

いままに、実際に決算資料として予算過程に

組み込まれた場合、十分な機能が発揮される

かどうかは疑問である。海外諸国はすでにあ

る複式予算制度を前提として、それを管理す

るための会計制度として発生主義を導入して

いるものと考えられる。しかしこれに対して、

わが国では依然として単式予算制度を保持し

ており、会計制度の問題が独立して議論され

ているところに大きな問題がある。 

複式予算制度の本来のねらいは、資本予算

を個別に設定することで長期的な資本支出計

画を考慮することができること、また経費支

出についても長期にわたって想定することで

債務の安定化を計画する一助となることが期

待されているところにある。いずれも予算統

制の観点から求められるものであり、会計制

度の枠組みから要求されるものでは決してな

い。しかしながら、会計制度の議論を進める
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のであれば例えば複式予算の導入を一案とす

る予算制度改革の問題をあわせて検討するこ

とが求められているといえる。 

公会計制度改革については、すでに述べた

ように技術的な側面が強調されるあまり、よ

り重要な予算過程における位置付けについて

の議論がおざなりとなっている傾向がある。

バランスシートは算出すればそれで終わりで

はなく、ましてやバランスシートを自動的に

算定するような会計システムを導入すればそ

れで済むというものでは決してない。各自治

体においては、予算過程におけるバランスシ

ートの位置付けや議会との関係も含めて議論

が行われることを期待したい。 

 

（なお海外の公会計制度改革取組みから日本

の現状を評価した拙稿（｢地方財政平成 14 年

5 月号（地方財務協会）｣）についても併せて

参考にされたい） 
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